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作成主体の名称 略 

 

１ 略 

 

２ 略 

 

３ 略 

 

４ 略 

 

別紙１－１ ＜規制の特例措置（工場等新増設促進事業）＞ 略 

 

別紙１－２ ＜国際戦略総合特区設備等投資促進税制＞ 略 

 

別紙１－４ ＜地域新産業戦略推進事業（地域新産業集積戦略推進事業）＞ 

略 

 

別紙１－５ ＜国際戦略総合特区支援利子補給金＞ 略 

 

別紙１－９ ＜地域において講ずる措置＞   

１．地域独自の税制・財政・金融上の支援措置 

 【地方税の減免】 

○中小企業等経営強化法に基づく固定資産税の軽減（名古屋市、豊橋市、岡

崎市、一宮市、半田市、春日井市、津島市、碧南市、安城市、西尾市、蒲

郡市、犬山市、常滑市、小牧市、稲沢市、新城市、東海市、大府市、知多

市、知立市、尾張旭市、豊明市、日進市、清須市、愛西市、北名古屋市、

弥富市、みよし市、あま市、豊山町、大口町、蟹江町、飛島村、大垣市、

笠松町、垂井町、関市、中津川市、美濃市、瑞浪市、美濃加茂市、各務原

市、坂祝町、川辺町、郡上市、御嵩町、海津市、長野市、上田市、岡谷市、

飯田市、諏訪市、伊那市、駒ヶ根市、茅野市、下諏訪町、富士見町、箕輪町、

飯島町、南箕輪村、松川町、高森町、喬木村、豊丘村、浜松市、磐田市、焼

作成主体の名称 略 

 

１ 略 

 

２ 略 

 

３ 略 

 

４ 略 

 

別紙１－１ ＜規制の特例措置（工場等新増設促進事業）＞ 略 

 

別紙１－２ ＜国際戦略総合特区設備等投資促進税制＞ 略 

 

別紙１－４ ＜地域新産業戦略推進事業（地域新産業集積戦略推進事業）＞ 

略 

 

別紙１－５ ＜国際戦略総合特区支援利子補給金＞ 略 

 

別紙１－９ ＜地域において講ずる措置＞   

１．地域独自の税制・財政・金融上の支援措置 

 【地方税の減免】 

○中小企業等経営強化法に基づく条例による固定資産税の軽減（豊橋市、岡

崎市、一宮市、半田市、碧南市、安城市、西尾市、蒲郡市、犬山市、常滑

市、江南市、小牧市、東海市、大府市、知多市、知立市、尾張旭市、豊明

市、愛西市、北名古屋市、みよし市、豊山町、大口町、飛島村、岐阜市、

大垣市、関市、中津川市、美濃市、瑞浪市、恵那市、美濃加茂市、土岐市、

各務原市、可児市、笠松町、垂井町、神戸町、安八町、川辺町、御嵩町、

津市、桑名市、鈴鹿市、伊賀市、東員町、岡谷市、飯田市、諏訪市、伊那

市、駒ケ根市、茅野市、下諏訪町、富士見町、辰野町、箕輪町、飯島町、

南箕輪村、高森町、豊丘村、浜松市、富士市、焼津市、掛川市、清水町／
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津市、富士市、掛川市、清水町／令和５年４月から） 

 

 

 

 

 ・中小事業者等が、適用期間内に、市町村から認定を受けた「先端設備等

導入計画」に基づき、一定の設備等を新規取得した場合、新規取得設備

等に係る固定資産税の課税標準を３年間２分の１に軽減又は４年間若

しくは５年間３分の１に軽減 

 ○産業立地促進税制（愛知県／平成 14 年度から（平成 25 年度に制度を拡

充））  

  ・企業が事業の用に供するために、新たに取得 した土地・家屋に係る不

動産取得税を軽減 

  ・企業が航空宇宙関連産業の製造業の用に供するために、新たに取得した

土地・家屋に係る不動産取得税を免除 

○新城市地域経済牽引事業の促進に係る固定資産税の特例に関する条例（平

成 29年 10月から） 略 

○新城市過疎地域における固定資産税の課税免除に関する条例（令和３年９

月から） 略 

 ○瑞浪市固定資産税の特例に関する条例（平成 25年 12月から） 略 

○瑞浪市地方活力向上地域における瑞浪市固定資産税の課税免除及び不均

一課税に関する条例（平成 28年４月から） 略 

○土岐市固定資産税の特例に関する条例（平成 20年４月から） 略 

○企業立地促進に係る海津市固定資産税の特例に関する条例（平成 17年 10

月から） 略 

○海津市過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法の適用に伴う固

定資産税の特例に関する条例（令和４年４月から） 

 ・海津市の旧平田町の区域において、指定業種の事業者が一定額以上の事

業用資産を取得等した場合、その取得資産に対して課せられる固定資産

税について、最初に課すべきこととなる年度以後３箇年度を課税免除 

○安八町地域経済牽引事業の促進に係る固定資産税の特例に関する条例（平

平成 30年６月から、名古屋市、春日井市、津島市、稲沢市、日進市、清

須市、弥富市、あま市、蟹江町、羽島市、輪之内町、大野町、四日市市、

松阪市、亀山市、いなべ市、長野市、上田市、喬木村、磐田市／平成 30年

７月から、新城市、伊勢市、木曽岬町、松川町／平成 30年８月から）  

 ・中小事業者等が、適用期間内に、市町村から認定を受けた「先端設備等

導入計画」に基づき、一定の設備等を新規取得した場合、新規取得設備

等に係る固定資産税の課税標準を３年間ゼロに軽減 

 

 ○産業立地促進税制（愛知県／平成 14 年度から（平成 25 年度に制度を拡

充））  

・企業が事業の用に供するために、新たに取得等した土地・家屋に係る不

動産取得税を軽減 

  ・企業が航空宇宙関連産業の製造業の用に供するために、新たに取得した

土地・家屋に係る不動産取得税を免除 

 

○新城市地域経済牽引事業の促進に係る固定資産税の特例に関する条例（平

成 29年 10月から） 略 

○新城市過疎地域における固定資産税の課税免除に関する条例（令和３年９

月から） 略 

 ○瑞浪市固定資産税の特例に関する条例（平成 25年 12月から） 略 

○瑞浪市地方活力向上地域における瑞浪市固定資産税の課税免除及び不均

一課税に関する条例（平成 28年４月から） 略 

○土岐市固定資産税の特例に関する条例（平成 20年４月から） 略 

○企業立地促進に係る海津市固定資産税の特例に関する条例（平成 17年 10

月から） 略 

（追加） 

 

 

 

○安八町地域経済牽引事業の促進に係る固定資産税の特例に関する条例（平

成 30年６月から） 略 
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成 30年６月から） 略 

○伊賀市過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法の適用に伴う固

定資産税の特例に関する条例（令和４年 10月から） 略 

○木曽岬町地域経済牽引事業の促進のための固定資産税の課税免除に関す

る条例（平成 30年９月から） 略 

○信州ものづくり産業投資応援条例（長野県／平成 17年度から） 略 

○上田市地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化のため

の固定資産税の課税免除に関する条例（平成 30年度から） 略 

○伊那市企業立地の促進等のための固定資産税の課税の特例に関する条例

（平成 19年度から） 略 

○下諏訪町商工業振興条例（平成 21年度から） 略  

○南箕輪村税条例（平成 29年７月から） 略 

○高森町企業等立地促進に関する条例（平成 29年度から） 略 

○喬木村商工業振興条例（平成 19年度から） 略 

○豊丘村商工業振興条例（昭和 54年度から） 略 

○清水町地方活力向上地域における固定資産税の特例に関する条例（平成

28年 12月から） 略 

 

 【補助金・助成措置】 

 ○「産業空洞化対策減税基金」に基づく補助制度（愛知県／平成 24年度か

ら）  

・21世紀高度先端産業立地補助金 

愛知県内に航空宇宙関連分野など高度かつ先端的な技術を利用する製

品の製造又は研究を行う工場等を新増設する投資を行う場合に、補助金

を交付 

・新あいち創造産業立地補助金 

愛知県内に航空宇宙関連分野などの企業で工場等を新増設する投資を

行う場合に、補助金を交付 

・新あいち創造研究開発補助金 

   愛知県内で航空宇宙関連など今後の成長が見込まれる分野において、研

究開発・実証実験を行う企業に、補助金を交付 

○伊賀市過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法の適用に伴う固

定資産税の特例に関する条例（令和４年 10月から） 略 

○木曽岬町地域経済牽引事業の促進のための固定資産税の課税免除に関す

る条例（平成 30年９月から） 略 

○信州ものづくり産業投資応援条例（長野県／平成 17年度から） 略 

○上田市地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化のため

の固定資産税の課税免除に関する条例（平成 30年度から） 略 

○伊那市企業立地の促進等のための固定資産税の課税の特例に関する条例

（平成 19年度から） 略 

○下諏訪町商工業振興条例（平成 21年度から） 略  

○南箕輪村税条例（平成 29年７月から） 略 

○高森町企業等立地促進に関する条例（平成 29年度から） 略 

○喬木村商工業振興条例（平成 19年度から） 略 

○豊丘村商工業振興条例（昭和 54年度から） 略 

○清水町地方活力向上地域における固定資産税の特例に関する条例（平成

28年 12月から） 略 

 

 【補助金・助成措置】 

 ○法人県民税 10％相当額を原資とする「産業空洞化対策減税基金」による

補助制度（愛知県／平成 24年度から）  

  ・21世紀高度先端産業立地補助金 

愛知県内に航空宇宙関連分野など高度かつ先端的な技術を利用する製

品の製造又は研究を行う工場等を新増設する大型投資を行う場合に、補

助金の限度額を大幅に引き上げ、交付 

・新あいち創造産業立地補助金 

愛知県内に航空宇宙関連分野などの企業で工場等を新増設する中小規

模の投資を行う場合に、補助金を交付 

・新あいち創造研究開発補助金 

   愛知県内で航空宇宙関連など成長が期待できる分野において、研究開

発・実証実験を行う企業に、補助金を交付 

 ○航空宇宙産業認証取得・更新支援補助金（愛知県／平成 28年度） 略 
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 ○航空宇宙産業認証取得・更新支援補助金（愛知県／平成 28年度） 略 

 ○名古屋市航空宇宙産業設備投資促進補助金（平成 25年度から） 略 

 ○名古屋市産業立地促進補助金（平成 17年度から） 略 

 ○名古屋市内企業再投資促進補助金交付制度（平成 24年７月から） 略 

 ○名古屋市航空宇宙産業認証維持継続補助金(令和３年度から) 略 

 ○名古屋市フラグシップ企業強化促進補助金（令和３年度から）略 

○豊橋市立地奨励金（平成７年度から（令和元年度から拡充）） 略 

 ○豊橋市事業促進奨励金（平成７年度から（令和元年度から拡充）） 略 

 ○豊橋市雇用促進奨励金（平成 12年度から（令和元年度から拡充）） 略 

 ○豊橋市環境推進奨励金（平成 15年度から） 略 

 ○豊橋市再投資促進奨励金（平成 24年度から） 略 

 ○豊橋市中小企業 21世紀高度先端産業立地奨励金（平成 24年度から） 略 

 ◯岡崎市工場等建設奨励金（平成 10 年度から（平成 24 年４月及び平成 28

年４月に制度を拡充）） 略 

◯岡崎市高度先端産業立地奨励金（平成 12年度から（平成 24年 10月に制

度を拡充）） 略 

 ◯岡崎市企業再投資促進奨励金（平成 24年 10月から） 略 

 ○一宮市立地促進奨励金（平成 14年度から） 略 

 ○一宮市高度先端産業立地促進奨励金（平成 14年度から） 略 

 ○一宮市企業再投資促進補助金（平成 24年度から） 略 

 ○半田市高度先端産業立地促進条例に基づく奨励措置（平成 24年度から） 

略 

 ○半田市企業再投資促進補助金交付制度（平成 25年４月から） 略 

 ○春日井市工場・物流施設新増設事業助成金（平成 26年４月から） 略 

 ○春日井市インフラ整備事業助成金（平成 24年６月から） 略 

 ○春日井市創造産業立地事業助成金（平成 24年６月から） 略 

 ○春日井市高度先端産業立地事業助成金（平成 21年度から） 略 

 ○春日井市立地用地取得事業助成金（平成 26年４月から） 略 

 ○春日井市既設工場取得事業助成金（平成 23年度から） 略 

 ○春日井市立地企業新規雇用事業助成金（平成 21 年４月から） 略 

○津島市企業立地促進補助金（平成 28年 11月から） 略 

 ○名古屋市航空宇宙産業設備投資促進補助金（平成 25年度から） 略 

 ○名古屋市産業立地促進補助金（平成 17年度から） 略 

 ○名古屋市内企業再投資促進補助金交付制度（平成 24年７月から） 略 

 ○名古屋市航空宇宙産業認証維持継続補助金(令和３年度から) 略 

 ○名古屋市フラグシップ企業強化促進補助金（令和３年度から）略 

○豊橋市立地奨励金（平成７年度から（令和元年度から拡充）） 略 

 ○豊橋市事業促進奨励金（平成７年度から（令和元年度から拡充）） 略 

 ○豊橋市雇用促進奨励金（平成 12年度から（令和元年度から拡充）） 略 

 ○豊橋市環境推進奨励金（平成 15年度から） 略 

 ○豊橋市再投資促進奨励金（平成 24年度から） 略 

 ○豊橋市中小企業 21世紀高度先端産業立地奨励金（平成 24年度から） 略 

 ◯岡崎市工場等建設奨励金（平成 10 年度から（平成 24 年４月及び平成 28

年４月に制度を拡充）） 略 

◯岡崎市高度先端産業立地奨励金（平成 12年度から（平成 24年 10月に制

度を拡充）） 略 

 ◯岡崎市企業再投資促進奨励金（平成 24年 10月から） 略 

 ○一宮市立地促進奨励金（平成 14年度から） 略 

 ○一宮市高度先端産業立地促進奨励金（平成 14年度から） 略 

 ○一宮市企業再投資促進補助金（平成 24年度から） 略 

 ○半田市高度先端産業立地促進条例に基づく奨励措置（平成 24年度から） 

略 

 ○半田市企業再投資促進補助金交付制度（平成 25年４月から） 略 

 ○春日井市工場・物流施設新増設事業助成金（平成 26年４月から） 略 

 ○春日井市インフラ整備事業助成金（平成 24年６月から） 略 

 ○春日井市創造産業立地事業助成金（平成 24年６月から） 略 

 ○春日井市高度先端産業立地事業助成金（平成 21年度から） 略 

 ○春日井市立地用地取得事業助成金（平成 26年４月から） 略 

 ○春日井市既設工場取得事業助成金（平成 23年度から） 略 

 ○春日井市立地企業新規雇用事業助成金（平成 21 年４月から） 略 

○津島市企業立地促進補助金（平成 28年 11月から） 略 

○津島市インフラ整備補助金（平成 28年 11月から） 略 
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○津島市インフラ整備補助金（平成 28年 11月から） 略 

○碧南市企業再投資促進事業補助金（平成 24年 11月から） 略 

○碧南市信用保証料補助金（平成 23年４月から） 略 

○安城市企業投資促進事業補助金（平成 24年７月から） 略 

 ○安城市信用保証料補助事業補助金（平成 17年度から） 略 

 ○安城市企業立地促進事業補助認定制度（令和４年４月から） 略 

○西尾市工場等建設奨励金（平成 19年１月から） 略 

○西尾市企業再投資促進補助金（平成 24年 10月から） 略 

○蒲郡市企業再投資促進補助金（平成 24年４月から） 略 

○蒲郡市企業立地促進補助金（令和２年度から）略 

 ○犬山市企業再投資促進補助金（平成 24年９月から） 略 

○犬山市企業立地支援条例に基づく奨励措置（平成 25年７月２日から） 略 

○常滑市高度先端産業立地促進条例に基づく奨励措置（平成 22 年度から） 

略 

○江南市企業立地促進奨励金（平成 28年４月から） 略 

○江南市企業再投資促進補助金（平成 28年４月から） 略 

○江南市高度先端産業立地補助金（平成 28年４月から） 略 

○江南市中小企業再投資促進奨励金（平成 28年４月から） 略 

○江南市企業立地インフラ整備支援補助金（平成 28年４月から） 略 

○江南市新規雇用促進奨励金（平成 28年４月から） 略 

 ○小牧市高度先端産業立地促進補助金（平成 22年度から（令和５年４月に

制度を拡充））  

  ・小牧市内に高度先端産業に係る工場等を新増設する中小企業者の固定

資産取得費用に対して補助金を交付 

○小牧市企業立地促進補助金（平成 23年９月から（平成 31年４月に制度を

拡充）） 略 

 ○小牧市内企業再投資促進補助金（平成 24年５月から（令和５年４月に制 

度を拡充））  

  ・愛知県新あいち創造産業立地補助金（Aタイプ）の交付対象で、航空宇 

宙関連分野などの企業等が工場等の新増設等を行う場合に補助金を交 

付 

○碧南市企業再投資促進事業補助金（平成 24年 11月から） 略 

○碧南市信用保証料補助金（平成 23年４月から） 略 

○安城市企業投資促進事業補助金（平成 24年７月から） 略 

 ○安城市信用保証料補助事業補助金（平成 17年度から） 略 

 ○安城市企業立地促進事業補助認定制度（令和４年４月から） 略 

○西尾市工場等建設奨励金（平成 19年１月から） 略 

○西尾市企業再投資促進補助金（平成 24年 10月から） 略 

○蒲郡市企業再投資促進補助金（平成 24年４月から） 略 

○蒲郡市企業立地促進補助金（令和２年度から）略 

 ○犬山市企業再投資促進補助金（平成 24年９月から） 略 

○犬山市企業立地支援条例に基づく奨励措置（平成 25年７月２日から） 略 

○常滑市高度先端産業立地促進条例に基づく奨励措置（平成 22 年度から） 

略 

○江南市企業立地促進奨励金（平成 28年４月から） 略 

○江南市企業再投資促進補助金（平成 28年４月から） 略 

○江南市高度先端産業立地補助金（平成 28年４月から） 略 

○江南市中小企業再投資促進奨励金（平成 28年４月から） 略 

○江南市企業立地インフラ整備支援補助金（平成 28年４月から） 略 

○江南市新規雇用促進奨励金（平成 28年４月から） 略 

 ○小牧市高度先端産業立地促進補助金（平成 22年度から）  

  ・小牧市内に高度先端産業に係る工場等を新増設する中小企業者の固定

資産取得費用に対して補助金を交付 

 

○小牧市企業立地促進補助金（平成 23年９月から（平成 31年４月に制度を

拡充）） 略 

 ○小牧市市内企業再投資促進補助金（平成 24年５月から）  

  ・愛知県新あいち創造産業立地補助金（Aタイプ）の交付対象で、航空宇 

宙関連分野などの企業等が工場等の新増設等を行う場合に補助金を交 

付 

 

○小牧市企業立地インフラ整備支援補助金（平成 26年７月から）  
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○小牧市企業立地インフラ整備支援補助金（平成 26年７月から）  

・小牧市企業立地促進補助金、小牧市高度先端産業立地促進補助金又は小

牧市内企業再投資促進補助金の対象となる事業を行う事業者が、工場等

の新増設に伴い、道路、水路、水道施設の新設・改修を行う場合に費用

の一部を補助 

○小牧市中小企業次世代産業設備等導入補助金（平成 26年７月から）  

 ・中小企業の次世代産業（航空宇宙関連など）分野における新たな設備導

入費用の一部を補助 

○小牧市次世代産業販路開拓支援補助金（平成 26年７月から（令和５年４

月に制度を拡充））  

  ・次世代産業関連（航空宇宙関連など）の展示会等に出展する事業者に対

し、その経費の一部を補助 

○小牧市航空機部品製造認証取得支援補助金（平成 26年７月から） 略 

○小牧市次世代産業インターンシップ受入助成金（令和４年７月から） 略 

○小牧市次世代産業人材育成研修費補助金（令和５年４月から） 

 ・従業員等の次世代産業関連分野（航空宇宙関連分野など）に関する業務

に必要な知識、技術、技能等を習得するための研修等の受講に要した費

用の一部を補助 

○稲沢市 21世紀高度先端産業立地補助金（平成 24年 10月から） 略 

○稲沢市内企業再投資促進補助金（平成 24年８月から） 略 

○稲沢市企業立地促進条例に基づく奨励金（平成 24年度から） 略 

○新城市立地奨励金（平成 20年 10月から） 略 

○新城市雇用促進奨励金（平成 23年 10月から） 略 

○新城市企業再投資促進補助金（平成 24年７月から） 略 

○新城市中小企業者事業基盤強化等奨励金（平成 28年４月から） 略 

○東海市工場等新設交付金（平成 27年度から） 略 

○東海市次世代産業分野工場等新設交付金（平成 27年度から） 略 

○東海市次世代産業立地補助金（平成 29 年 12 月から） 略 

○東海市中小企業高度先端産業立地補助金（平成 30年１月から） 略 

○東海市中小企業再投資交付金（平成 27年度から） 略 

○東海市次世代産業分野中小企業再投資交付金（平成 27年度から） 略 

・小牧市企業立地促進補助金、小牧市高度先端産業立地促進補助金又は小

牧市市内企業再投資促進補助金の対象となる事業を行う事業者が、工場

等の新増設に伴い、道路、水路、水道施設の新設・改修を行う場合に費

用の一部を補助 

○小牧市中小企業次世代成長産業設備等導入補助金（平成 26年７月から） 

 ・中小企業の次世代成長産業（航空宇宙関連など）分野における新たな設

備導入費用の一部を補助 

○小牧市航空宇宙産業販路開拓支援補助金（平成 26年７月から）  

  ・航空宇宙関連の展示会等に出展する事業者に対し、その経費の一部を補

助 

 

○小牧市航空機部品製造認証取得支援補助金（平成 26年７月から） 略 

○小牧市次世代産業インターンシップ受入助成金（令和４年７月から） 略 

（追加） 

 

 

 

○稲沢市 21世紀高度先端産業立地補助金（平成 24年 10月から） 略 

○稲沢市内企業再投資促進補助金（平成 24年８月から） 略 

○稲沢市企業立地促進条例に基づく奨励金（平成 24年度から） 略 

○新城市立地奨励金（平成 20年 10月から） 略 

○新城市雇用促進奨励金（平成 23年 10月から） 略 

○新城市企業再投資促進補助金（平成 24年７月から） 略 

○新城市中小企業者事業基盤強化等奨励金（平成 28年４月から） 略 

○東海市工場等新設交付金（平成 27年度から） 略 

○東海市次世代産業分野工場等新設交付金（平成 27年度から） 略 

○東海市次世代産業立地補助金（平成 29 年 12 月から） 略 

○東海市中小企業高度先端産業立地補助金（平成 30年１月から） 略 

○東海市中小企業再投資交付金（平成 27年度から） 略 

○東海市次世代産業分野中小企業再投資交付金（平成 27年度から） 略 

○大府市工場等立地促進奨励金（平成 18年度から） 略 
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○大府市工場等立地促進奨励金（平成 18年度から） 略 

○大府市高度先端産業立地促進奨励金（平成 18年度から） 略 

○大府市工場等緑化促進奨励金（平成 18年度から） 略 

○大府市透水性舗装等促進奨励金（平成 18年度から） 略 

○大府市雇用促進奨励金（平成 18年度から） 略 

○大府市ウェルネスバレー指定地区立地促進奨励金（平成 27年度から） 略 

○大府市企業再投資促進補助金（平成 25年７月から） 略 

○大府市小規模事業者再投資促進補助金（平成 27年度から） 略 

○知多市産業立地促進条例に基づく奨励金（平成 19年４月から） 略 

○知立市企業再投資促進事業費補助金（平成 27年４月から）略  

○知立市信用保証料事業補助金（平成 23年４月から） 略 

○知立市企業立地促進条例に基づく奨励措置（令和４年４月から） 略  

○知立市企業立地公共施設整備補助金（令和４年４月から）  

 ・指定地域において当該開発事業で実施する公共施設整備に関して、公共

施設整備に必要な費用に相当する額又は公共施設整備に係る面積１平方

メートルあたり２万円を乗じて得た額のいずれか低い額を補助金として

交付 

○尾張旭市企業再投資促進補助金（平成 26年 11月から） 略 

○尾張旭市小規模企業等補助金（令和元年８月から） 略 

○尾張旭市信用保証料補助金（平成 13年４月から） 略 

○豊明市企業再投資促進補助金（平成 28年 10月から） 略 

○豊明市信用保証料助成制度（平成 24年度から） 略 

○豊明市 21世紀高度先端産業立地補助金（平成 29 年度から） 略 

 ○豊明市中小企業再投資促進補助金（平成 29 年度から） 略 

 ○豊明市企業立地促進条例に基づく奨励金（令和３年 12月から） 略 

○日進市企業再投資促進補助金（平成 27年５月から） 略 

○日進市信用保証料助成制度（昭和 59年度から） 略 

○日進市事業所等立地促進奨励金（令和５年４月から） 

 ・日進市内の指定地域内に工場等又はホテル等を新増設する場合に奨励金

を交付 

○日進市高度先端産業立地促進奨励金（令和５年４月から） 

○大府市高度先端産業立地促進奨励金（平成 18年度から） 略 

○大府市工場等緑化促進奨励金（平成 18年度から） 略 

○大府市透水性舗装等促進奨励金（平成 18年度から） 略 

○大府市雇用促進奨励金（平成 18年度から） 略 

○大府市ウェルネスバレー指定地区立地促進奨励金（平成 27年度から） 略 

○大府市企業再投資促進補助金（平成 25年７月から） 略 

○大府市小規模事業者再投資促進補助金（平成 27年度から） 略 

○知多市産業立地促進条例に基づく奨励金（平成 19年４月から） 略 

○知立市企業再投資促進事業費補助金（平成 27年４月から）略  

○知立市信用保証料事業補助金（平成 23年４月から） 略 

○知立市企業立地促進条例に基づく奨励措置（令和４年４月から） 略  

○知立市企業立地公共施設整備補助金（令和４年４月から）  

 ・指定地域において当該開発事業の区域外で実施する公共施設整備に関し

て、公共施設整備に必要な費用に相当する額又は公共施設整備に係る面

積１平方メートルあたり２万円を乗じて得た額のいずれか低い額を補助

金として交付 

○尾張旭市企業再投資促進補助金（平成 26年 11月から） 略 

○尾張旭市小規模企業等補助金（令和元年８月から） 略 

○尾張旭市信用保証料補助金（平成 13年４月から） 略 

○豊明市企業再投資促進補助金（平成 28年 10月から） 略 

○豊明市信用保証料助成制度（平成 24年度から） 略 

○豊明市 21世紀高度先端産業立地補助金（平成 29 年度から） 略 

 ○豊明市中小企業再投資促進補助金（平成 29 年度から） 略 

 ○豊明市企業立地促進条例に基づく奨励金（令和３年 12月から） 略 

○日進市企業再投資促進補助金（平成 27年５月から） 略 

○日進市信用保証料助成制度（昭和 59年度から） 略 

（追加） 

 

 

（追加） 
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 ・愛知県 21 世紀高度先端産業立地補助金の交付対象の中小企業者が、日

進市内に航空宇宙関連分野など高度かつ先端的な技術を利用する工場の

新増設や設備投資を行う場合に奨励金を交付（本社機能を併設する工場

又は従業者が５０人以上の工場である場合は加算） 

○日進市雇用促進奨励金（令和５年４月から） 

 ・事業所等立地促進奨励金又は高度先端産業立地促進奨励金の交付対象者

が新増設した事業所等において、新規常用雇用従業員を１年以上継続し

て雇用した場合に奨励金を交付（新規常用雇用従業員が女性又は障害者

である場合は加算） 

○日進市インフラ整備事業奨励金（令和５年４月から） 

 ・事業所等立地促進奨励金又は高度先端産業立地促進奨励金の交付対象者

が、事業所等の新増設に伴い、公共の用に供する道路、水路又は水道の

設置工事を行う場合に奨励金を交付 

○日進市新エネルギー施設等促進奨励金（令和５年４月から） 

 ・事業所等立地促進奨励金又は高度先端産業立地促進奨励金の交付対象者

が、国又はそれに準ずる機関から新エネルギーに関する施設等として補

助を受けた施設等を設置した場合に奨励金を交付 

○日進市工場等緑化促進奨励金（令和５年４月から） 

 ・事業所等立地促進奨励金又は高度先端産業立地促進奨励金の交付対象者

が、工場立地法に定められた緑地面積の基準を超える緑地を整備する場

合に奨励金を交付 

○愛西市企業立地促進条例に基づく奨励金（平成 27年９月から（令和３年 

度から拡充）） 略 

○清須市高度先端産業立地奨励条例に基づく奨励措置（平成 21年度から） 

略 

 ○清須市内企業再投資促進奨励金（平成 24年７月から） 略 

○弥富市企業立地の促進に関する条例に基づく奨励措置（平成 16年度から）  

 略 

○みよし市企業立地の促進に関する条例に基づく奨励措置（令和２年度か

ら） 略 

○みよし市企業再投資促進補助金（平成 27年４月から） 略 

 

 

 

（追加） 

 

 

 

 

（追加） 

 

 

 

（追加） 

 

 

 

（追加） 

 

 

 

○愛西市企業立地促進条例に基づく奨励金（平成 27年９月から（令和３年 

度から拡充）） 略 

○清須市高度先端産業立地奨励条例に基づく奨励措置（平成 21年度から） 

略 

 ○清須市内企業再投資促進奨励金（平成 24年７月から） 略 

○弥富市企業立地の促進に関する条例に基づく奨励措置（平成 16年度から）  

 略 

○みよし市企業立地の促進に関する条例に基づく奨励措置（令和２年度か

ら） 略 

○みよし市企業再投資促進補助金（平成 27年４月から） 略 

 ○あま市高度先端産業立地奨励（平成 22年３月から） 略 
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 ○あま市高度先端産業立地奨励（平成 22年３月から） 略 

○あま市企業再投資促進補助金（平成 28年６月から） 略 

○豊山町高度先端産業立地促進補助金（令和２年度から） 略 

 ○大口町内企業再投資促進補助金（平成 24年９月から） 略 

 ○大口町企業立地促進事業奨励金（平成 25年 10月から） 略 

○蟹江町企業再投資促進補助事業（平成 29年６月から） 略 

○岐阜県企業立地促進事業補助金（平成 17年度から（平成 23年 12月に制

度を拡充）） 略 

○航空宇宙・医療福祉機器産業等競争力強化支援事業費助成金（岐阜県／平

成 26年度から） 略 

 ○VRTC航空宇宙産業等技術者育成支援事業費補助金（岐阜県／平成 25年度

から（平成 29年度に制度を改正）） 略 

 ○岐阜市施設設置助成金（昭和 62年度から（平成 28年４月に制度を拡充）） 

略 

 ○岐阜市雇用促進助成金（昭和 62年度から（平成 28年４月に制度を拡充）） 

略 

○大垣市工場等設置事業補助金（平成６年度から（平成 23年 10月に制度を

拡充）） 略 

○大垣市雇用促進事業補助金（平成６年度から（平成 27年４月に制度を拡

充）） 略 

○大垣市地域経済牽引事業補助金（令和２年度から） 略 

 ○関市企業立地促進奨励金（平成 14年 10月から（平成 25年４月に制度を

拡充）） 略 

○中津川市企業立地奨励金（平成 19年度から） 略 

 ○中津川市事業所設置奨励金（平成 19年度から） 略 

 ○中津川市雇用促進奨励金（平成 19年度から） 略 

○中津川市インフラ整備奨励金 略 

○中津川市事業所賃借料奨励金 略 

 ○美濃市工場誘致奨励金制度（昭和 63年度から） 略 

○瑞浪市事業所等設置奨励金（平成 13年度から） 略 

 ○瑞浪市雇用促進奨励金（平成 13年度から） 略 

○あま市企業再投資促進補助金（平成 28年６月から） 略 

○豊山町高度先端産業立地促進補助金（令和２年度から） 略 

 ○大口町内企業再投資促進補助金（平成 24年９月から） 略 

 ○大口町企業立地促進事業奨励金（平成 25年 10月から） 略 

○蟹江町企業再投資促進補助事業（平成 29年６月から） 略 

○岐阜県企業立地促進事業補助金（平成 17年度から（平成 23年 12月に制

度を拡充）） 略 

○航空宇宙・医療福祉機器産業等競争力強化支援事業費助成金（岐阜県／平

成 26年度から） 略 

 ○VRTC航空宇宙産業等技術者育成支援事業費補助金（岐阜県／平成 25年度

から（平成 29年度に制度を改正）） 略 

 ○岐阜市施設設置助成金（昭和 62年度から（平成 28年４月に制度を拡充）） 

略 

 ○岐阜市雇用促進助成金（昭和 62年度から（平成 28年４月に制度を拡充）） 

略 

○大垣市工場等設置事業補助金（平成６年度から（平成 23年 10月に制度を

拡充）） 略 

○大垣市雇用促進事業補助金（平成６年度から（平成 27年４月に制度を拡

充）） 略 

○大垣市地域経済牽引事業補助金（令和２年度から） 略 

 ○関市企業立地促進奨励金（平成 14年 10月から（平成 25年４月に制度を

拡充）） 略 

○中津川市企業立地奨励金（平成 19年度から） 略 

 ○中津川市事業所設置奨励金（平成 19年度から） 略 

 ○中津川市雇用促進奨励金（平成 19年度から） 略 

○中津川市インフラ整備奨励金 略 

○中津川市事業所賃借料奨励金 略 

 ○美濃市工場誘致奨励金制度（昭和 63年度から） 略 

○瑞浪市事業所等設置奨励金（平成 13年度から） 略 

 ○瑞浪市雇用促進奨励金（平成 13年度から） 略 

○羽島市工場等設置奨励金（平成 11年１月から（令和３年５月から制度改
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○羽島市工場等設置奨励金（平成 11年１月から（令和５年４月から制度改

正））  

 ・製造業の他、条例で規定する業種を対象として、市街化区域内（岐阜羽

島インター南部地区地区計画区域を除く）での工場等の新設・増設・移

設に係る投下固定資産に対して賦課された固定資産税額及び都市計画

税の合計額の２分１の額を限度として４年間交付 

○岐阜羽島インター南部地区地区計画区域企業立地奨励金（平成 26年１月

から（令和３年５月から制度改正）） 略 

（削除） 

 

 

 

 

○恵那市企業等立地奨励金（平成 18年度から） 略 

○美濃加茂市事業所設置奨励金（昭和 55 年度から（平成 25 年度に制度を

拡充）） 略 

○美濃加茂市雇用促進奨励金（平成 14 年度から（平成 23 年度に制度を拡

充）） 略 

○美濃加茂市工業用水奨励金（平成 24 年度から（平成 25 年度に制度を拡

充）） 略 

○土岐市事業所設置奨励金（平成 19年度から） 略 

○土岐市雇用促進奨励金（平成 19年度から） 略 

 ○各務原市企業立地助成金（平成７年度から） 略 

○各務原市テクノプラザ２期企業立地助成金（平成 16年から） 略 

○各務原市企業設備投資促進事業助成金（平成 25年１月から） 略 

○可児市事業所等設置奨励金（平成 13年度から） 略 

 ○可児市雇用促進奨励金（平成 13年度から） 略 

○郡上市企業立地促進条例に基づく奨励金（平成 16年度から（平成 29年度

から拡充）） 略 

○海津市工場等設置奨励金（平成 18年度から） 略 

○海津市雇用促進奨励金（平成 18年度から） 略 

正））  

 ・製造業の他、条例で規定する業種を対象として、市街化区域内（岐阜羽

島インター南部地区地区計画区域を除く）での工場等の新設・増設・移

設に係る投下固定資産に対して賦課された固定資産税額及び都市計画

税の合計額以内の額で６年間交付（１年間に 3,000万円を上限） 

○岐阜羽島インター南部地区地区計画区域企業立地奨励金（平成 26年１月

から（令和３年５月から制度改正）） 略 

○羽島市雇用促進奨励金（平成 27年４月から（令和３年５月から制度改正）） 

 ・工場等設置奨励金の対象事業者が操業開始に伴い新たに雇用した者のう

ち、操業開始の日から引き続いて市内に住所を有し、かつ、操業開始の

日から１年以上常時雇用する従業員１人につき 20万円を交付（1,000万

円を上限） 

○恵那市企業等立地奨励金（平成 18年度から） 略 

○美濃加茂市事業所設置奨励金（昭和 55 年度から（平成 25 年度に制度を

拡充）） 略 

○美濃加茂市雇用促進奨励金（平成 14 年度から（平成 23 年度に制度を拡

充）） 略 

○美濃加茂市工業用水奨励金（平成 24 年度から（平成 25 年度に制度を拡

充）） 略 

○土岐市事業所設置奨励金（平成 19年度から） 略 

○土岐市雇用促進奨励金（平成 19年度から） 略 

 ○各務原市企業立地助成金（平成７年度から） 略 

○各務原市テクノプラザ２期企業立地助成金（平成 16年から） 略 

○各務原市企業設備投資促進事業助成金（平成 25年１月から） 略 

○可児市事業所等設置奨励金（平成 13年度から） 略 

 ○可児市雇用促進奨励金（平成 13年度から） 略 

○郡上市企業立地促進条例に基づく奨励金（平成 16年度から（平成 29年度

から拡充）） 略 

○海津市工場等設置奨励金（平成 18年度から） 略 

○海津市雇用促進奨励金（平成 18年度から） 略 

  （追加） 
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○笠松町創業者支援事業補助金（令和５年４月から） 

 ・笠松町内に事業所等を新設する商工事業者に対し、創業開始時に係る経

費の３分の２以内で 100万円を限度として補助金を交付 

 ○垂井町工場等設置奨励金（平成 14年度から） 略 

○垂井町雇用促進奨励金（平成 14年度から（平成 28年度に制度を拡充））  

 略 

 ○神戸町工場等設置奨励金（平成 19年度から） 略 

 ○神戸町雇用促進奨励金（平成 19年度から） 略 

 ○安八町工場等設置奨励金（平成 16年度から） 

  ・安八町内に工場等を新設・増設・移設し、かつ奨励金の対象業種、要件

を満たした場合、初期投下固定資産税（土地・家屋・償却資産）相当額

を上限に３年間奨励金を交付。ただし、適用除外地域あり。 

○安八町雇用促進奨励金（平成 16年度から）  

 ・安八町内に工場等を新設・増設・移設し、かつ奨励金の対象業種、要件

を満たした場合、操業開始に伴い新たに雇用した者のうち、操業開始の

日に安八町に居住し、かつ、引き続き１年以上常時雇用する従業員１人

につき１０万円を乗じて得た額とし、５００万円を限度とする。ただし、

交付は操業開始の翌年１回限り。 

○大野町工場等設置等奨励金（平成 24 年度から（平成 28 年度から制度改

正）） 略 

 ○大野町雇用促進奨励金（平成 24年度から（平成 28年度から制度改正）） 

  略 

 ○坂祝町企業誘致奨励金（坂祝町企業誘致条例）（令和３年６月から） 略 

○川辺町事業所設置奨励金（平成 20年１月から） 略 

○川辺町雇用促進奨励金（平成 20年１月から） 略 

○御嵩町工場誘致条例（平成 10年度から） 略 

 ○輪之内町企業立地促進奨励金（平成 21年度から） 略 

 ○三重県企業立地促進条例に基づく補助金（平成 15 年度から（平成 25 年

度に制度を拡充）） 略 

 ○中小企業高付加価値化投資促進補助金（三重県／平成 24年度から） 略 

○三重県航空宇宙産業認証取得支援事業費補助金（三重県／平成 27年度か

 

 

 ○垂井町工場等設置奨励金（平成 14年度から） 略 

○垂井町雇用促進奨励金（平成 14年度から（平成 28年度に制度を拡充））  

 略 

 ○神戸町工場等設置奨励金（平成 19年度から） 略 

 ○神戸町雇用促進奨励金（平成 19年度から） 略 

 ○安八町工場等設置奨励金（平成 16年度から） 

  ・安八町内での新設・増設・移設に係る固定資産税（土地・家屋・償却資

産）相当額を上限に３年間奨励金を交付 

    

○安八町雇用促進奨励金（平成 16年度から）  

 ・操業開始に伴い新たに雇用した者のうち、操業開始の日から安八町に居

住しており、かつ、引き続き１年以上常時雇用された従業員１人につき

５万円とし、500万円を上限に奨励金を交付。ただし、交付は操業開始

の翌年１回限り。 

 

○大野町工場等設置等奨励金（平成 24 年度から（平成 28 年度から制度改

正）） 略 

 ○大野町雇用促進奨励金（平成 24年度から（平成 28年度から制度改正）） 

  略 

 ○坂祝町企業誘致奨励金（坂祝町企業誘致条例）（令和３年６月から） 略 

○川辺町事業所設置奨励金（平成 20年１月から） 略 

○川辺町雇用促進奨励金（平成 20年１月から） 略 

○御嵩町工場誘致条例（平成 10年度から） 略 

 ○輪之内町企業立地促進奨励金（平成 21年度から） 略 

 ○三重県企業立地促進条例に基づく補助金（平成 15 年度から（平成 25 年

度に制度を拡充）） 略 

 ○中小企業高付加価値化投資促進補助金（三重県／平成 24年度から） 略 

○三重県航空宇宙産業認証取得支援事業費補助金（三重県／平成 27年度か

ら） 略  
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ら） 略  

○三重県航空宇宙産業人材育成支援事業費補助金（三重県／平成 27年度か

ら） 略  

○津市企業立地促進条例に基づく奨励措置（平成 18年度から） 略 

○四日市市企業立地奨励金制度（平成 12年度から（平成 27年度から拡充）） 

略 

○四日市市民間研究所立地奨励金制度（平成 15年度から） 略 

○四日市市新規産業創出事業補助金（平成 11年度から（平成 28年度から拡

充）） 略 

○伊勢市工場等立地促進奨励金制度（昭和 60年度から（平成 28年度に制度

改正）） 略 

○松阪市企業立地促進奨励金（平成 16年度から） 略 

○桑名市企業誘致奨励金（平成 16年度から） 略 

○鈴鹿市工業振興条例に基づく奨励措置（平成 28年度から） 略 

○亀山市産業振興奨励金（平成 16年度から） 略 

○いなべ市商工業小規模事業者資金利子補給金（平成 15年度から） 略 

○伊賀市工場誘致条例に基づく奨励措置（平成 16年 11月から） 略 

○木曽岬町企業誘致促進条例に基づく奨励措置（令和元年 12月から） 略 

○東員町商工業経営近代化資金利子補給金（平成３年度から） 略 

○長野県ものづくり産業応援助成金（平成 17 年度から（平成 26 年度に制

度を拡充）） 略 

○長野市事業用地取得事業助成金（平成 25年度から（令和元年度に制度を

拡充） 略 

○長野市商工業振興条例に基づく助成措置（昭和 57年度から） 略 

○長野市ものづくり研究開発事業補助金（平成 17 年度から（平成 28 年度

に制度を拡充）） 略 

○長野市新産業創出・販路開拓事業補助金（平成 25年度から） 略 

○上田市工場等用地取得事業補助金（昭和 60年度から） 略 

○上田市工場等設置事業補助金（昭和 60年度から） 略 

○上田市新技術等開発事業補助金（平成 15年度から） 略 

 ○上田市中小企業等販路拡大事業補助金（平成 14年度から） 略 

○三重県航空宇宙産業人材育成支援事業費補助金（三重県／平成 27年度か

ら） 略  

○津市企業立地促進条例に基づく奨励措置（平成 18年度から） 略 

○四日市市企業立地奨励金制度（平成 12年度から（平成 27年度から拡充）） 

略 

○四日市市民間研究所立地奨励金制度（平成 15年度から） 略 

○四日市市新規産業創出事業補助金（平成 11年度から（平成 28年度から拡

充）） 略 

○伊勢市工場等立地促進奨励金制度（昭和 60年度から（平成 28年度に制度

改正）） 略 

○松阪市企業立地促進奨励金（平成 16年度から） 略 

○桑名市企業誘致奨励金（平成 16年度から） 略 

○鈴鹿市工業振興条例に基づく奨励措置（平成 28年度から） 略 

○亀山市産業振興奨励金（平成 16年度から） 略 

○いなべ市商工業小規模事業者資金利子補給金（平成 15年度から） 略 

○伊賀市工場誘致条例に基づく奨励措置（平成 16年 11月から） 略 

○木曽岬町企業誘致促進条例に基づく奨励措置（令和元年 12月から） 略 

○東員町商工業経営近代化資金利子補給金（平成３年度から） 略 

○長野県ものづくり産業応援助成金（平成 17 年度から（平成 26 年度に制

度を拡充）） 略 

○長野市事業用地取得事業助成金（平成 25年度から（令和元年度に制度を

拡充） 略 

○長野市商工業振興条例に基づく助成措置（昭和 57年度から） 略 

○長野市ものづくり研究開発事業補助金（平成 17 年度から（平成 28 年度

に制度を拡充）） 略 

○長野市新産業創出・販路開拓事業補助金（平成 25年度から） 略 

○上田市工場等用地取得事業補助金（昭和 60年度から） 略 

○上田市工場等設置事業補助金（昭和 60年度から） 略 

○上田市新技術等開発事業補助金（平成 15年度から） 略 

 ○上田市中小企業等販路拡大事業補助金（平成 14年度から） 略 

 ○上田市生産性向上等投資促進事業補助金（令和４年７月から） 略 
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 ○上田市生産性向上等投資促進事業補助金（令和４年７月から） 略 

○岡谷市商工業振興条例に基づく補助金（昭和 56年度から） 略 

○岡谷市次世代産業参入環境整備支援事業補助金（平成 28年度から） 略 

○岡谷市新技術・新製品等ものづくりチャレンジ企業応援事業補助金（平成

17年度から） 略 

○岡谷市新規受注開拓推進事業補助金（令和元年度から） 略 

○飯田市企業立地（振興）促進事業補助金（平成 19年度から（平成 26年度

に制度を拡充）） 略 

○工場等立地促進条例による助成（諏訪市／平成 19年度から） 略 

○新技術・新製品開発事業補助金（諏訪市／平成 18年度から） 略 

○新技術・新製品開発事業補助金（先行型）（諏訪市／令和元年度から）略 

○貸工場・貸事務所家賃補助金（諏訪市／平成 25年度から） 略 

○各種認証等取得支援事業補助（諏訪市／平成 29年４月から） 略 

○伊那市工場等設置事業補助金（平成 19年度から（平成 27年度に制度を拡

充）） 略 

○伊那市産業用地取得補助金（平成 26年度から） 略 

○駒ヶ根市特定地域工場等設置事業助成金（平成８年度から） 略 

○駒ヶ根市中小企業販路拡大支援事業助成金（平成 22年度から） 略 

○茅野市中小企業振興補助金（平成 19年度から） 略 

○茅野市製造業労務環境改善等設備投資促進補助金（平成 30年度から）略 

 ○下諏訪町商工業振興条例に基づく助成事業（平成 21年度から） 略 

○富士見町工業振興事業補助金（平成元年度から） 略 

○辰野町商工業誘致及び振興補助金（平成 30年度から） 略 

○箕輪町工場等設置事業補助金（平成 28年度から（令和元年度に制度を拡充）） 

 略 

○飯島町商工業振興事業補助金（商工業経営規模拡大支援事業補助金）（平

成 13年度から） 略 

○南箕輪村企業振興事業補助金（平成 18年 6月から） 略 

○松川町工場等設置事業補助金（平成 20年度から） 略 

○松川町展示商談会等出展事業補助金（平成 25年度から） 略 

○喬木村工業等生産設備取得補助金（平成 27年度から） 略 

○岡谷市商工業振興条例に基づく補助金（昭和 56年度から） 略 

○岡谷市次世代産業参入環境整備支援事業補助金（平成 28年度から） 略 

○岡谷市新技術・新製品等ものづくりチャレンジ企業応援事業補助金（平成

17年度から） 略 

○岡谷市新規受注開拓推進事業補助金（令和元年度から） 略 

○飯田市企業立地（振興）促進事業補助金（平成 19年度から（平成 26年度

に制度を拡充）） 略 

○工場等立地促進条例による助成（諏訪市／平成 19年度から） 略 

○新技術・新製品開発事業補助金（諏訪市／平成 18年度から） 略 

○新技術・新製品開発事業補助金（先行型）（諏訪市／令和元年度から）略 

○貸工場・貸事務所家賃補助金（諏訪市／平成 25年度から） 略 

○各種認証等取得支援事業補助（諏訪市／平成 29年４月から） 略 

○伊那市工場等設置事業補助金（平成 19年度から（平成 27年度に制度を拡

充）） 略 

○伊那市産業用地取得補助金（平成 26年度から） 略 

○駒ヶ根市特定地域工場等設置事業助成金（平成８年度から） 略 

○駒ヶ根市中小企業販路拡大支援事業助成金（平成 22年度から） 略 

○茅野市中小企業振興補助金（平成 19年度から） 略 

○茅野市製造業労務環境改善等設備投資促進補助金（平成 30年度から）略 

 ○下諏訪町商工業振興条例に基づく助成事業（平成 21年度から） 略 

○富士見町工業振興事業補助金（平成元年度から） 略 

○辰野町商工業誘致及び振興補助金（平成 30年度から） 略 

○箕輪町工場等設置事業補助金（平成 28年度から（令和元年度に制度を拡充）） 

 略 

○飯島町商工業振興事業補助金（商工業経営規模拡大支援事業補助金）（平

成 13年度から） 略 

○南箕輪村企業振興事業補助金（平成 18年 6月から） 略 

○松川町工場等設置事業補助金（平成 20年度から） 略 

○松川町展示商談会等出展事業補助金（平成 25年度から） 略 

○喬木村工業等生産設備取得補助金（平成 27年度から） 略 

○喬木村展示商談会等出展事業補助金（平成 27年度から） 略 
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○喬木村展示商談会等出展事業補助金（平成 27年度から） 略 

○新規産業立地事業費補助金（静岡県／平成７年度から） 略 

○地域産業立地事業費補助金（静岡県／平成８年度から） 略 

○新成長産業研究開発助成金（静岡県／平成 22年度から） 略 

○航空機産業認証取得助成金（静岡県／平成 25年度から） 略 

○航空機産業設備投資事業費補助金（静岡県／平成 28年度から） 略 

○航空機産業高度人材育成事業費補助金（静岡県／平成 28年度から） 略 

○浜松市企業立地促進事業費補助金（平成 19年度から） 略 

○浜松市企業立地奨励費補助金（平成 19年度から） 略 

○浜松市新産業創出事業費補助金（平成 23年度から） 略 

〇島田市企業立地促進事業費補助金（平成 20年度から） 略 

〇島田市地域産業振興事業費補助金（平成 22年度から） 略 

〇富士市企業立地促進奨励金（平成 15年４月から） 略 

〇富士市開業パワーアップ支援資金利子補給制度（平成 24年４月から） 略 

○富士市ものづくり力向上事業補助金（平成 30年４月から） 略 

〇富士市中小企業経営革新事業補助金（平成 30年４月から） 略 

〇産業財産権取得事業補助金（富士市／平成 19年４月から） 略 

〇海外産業財産権取得事業補助金（富士市／平成 29年４月から） 略 

〇産学連携ものづくりチャレンジ補助金（富士市／平成 24年４月から） 略 

○磐田市産業立地促進事業費補助金及び立地工場等事業継続強化事業費補

助金（BCP補助金）（平成 17年度から） 略 

○磐田市産業立地奨励補助金（平成 17年度から） 略 

（削除） 

 

 

○人材育成事業費補助金（磐田市／令和４年４月から） 略 

○焼津市産業立地促進事業費補助金（平成 16年度から） 略 

○焼津市立地工場等事業継続強化事業費補助金（ＢＣＰ）（焼津市／平成 27

年４月から） 略 

○焼津市産業立地奨励事業費補助金（平成 27年４月から） 略 

○掛川市企業立地促進事業費補助金（平成 17年度から） 略 

○新規産業立地事業費補助金（静岡県／平成７年度から） 略 

○地域産業立地事業費補助金（静岡県／平成８年度から） 略 

○新成長産業研究開発助成金（静岡県／平成 22年度から） 略 

○航空機産業認証取得助成金（静岡県／平成 25年度から） 略 

○航空機産業設備投資事業費補助金（静岡県／平成 28年度から） 略 

○航空機産業高度人材育成事業費補助金（静岡県／平成 28年度から） 略 

○浜松市企業立地促進事業費補助金（平成 19年度から） 略 

○浜松市企業立地奨励費補助金（平成 19年度から） 略 

○浜松市新産業創出事業費補助金（平成 23年度から） 略 

〇島田市企業立地促進事業費補助金（平成 20年度から） 略 

〇島田市地域産業振興事業費補助金（平成 22年度から） 略 

〇富士市企業立地促進奨励金（平成 15年４月から） 略 

〇富士市開業パワーアップ支援資金利子補給制度（平成 24年４月から） 略 

○富士市ものづくり力向上事業補助金（平成 30年４月から） 略 

〇富士市中小企業経営革新事業補助金（平成 30年４月から） 略 

〇産業財産権取得事業補助金（富士市／平成 19年４月から） 略 

〇海外産業財産権取得事業補助金（富士市／平成 29年４月から） 略 

〇産学連携ものづくりチャレンジ補助金（富士市／平成 24年４月から） 略 

○磐田市産業立地促進事業費補助金及び立地工場等事業継続強化事業費補

助金（BCP補助金）（平成 17年度から） 略 

○磐田市産業立地奨励補助金（平成 17年度から） 略 

○磐田市販売力強化補助金（令和２年 10月から）  

 ・新製品・新サービスの開発や販路開拓に取り組む中小企業者等に対し、

その経費の一部を補助 

○人材育成事業費補助金（磐田市／令和４年４月から） 略 

○焼津市産業立地促進事業費補助金（平成 16年度から） 略 

○焼津市立地工場等事業継続強化事業費補助金（ＢＣＰ）（焼津市／平成 27

年４月から） 略 

○焼津市産業立地奨励事業費補助金（平成 27年４月から） 略 

○掛川市企業立地促進事業費補助金（平成 17年度から） 略 

 ○掛川市産業立地奨励事業費補助金（平成 23年度から） 略 
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 ○掛川市産業立地奨励事業費補助金（平成 23年度から） 略 

○清水町企業立地促進事業費補助金（平成 28年６月から） 略 

○清水町地域未来牽引事業費補助金（平成 31年２月から） 略 

 

 【融資制度】 

 （削除） 

 

 

 

 ○産業活性化資金貸付制度（岐阜県／平成 18年度から） 略 

 ○成長産業強化支援資金貸付制度（岐阜県／平成 26年度から） 略 

 ○事業所建設等促進資金融資制度（岐阜市／平成９年度から） 略 

 ○信州創生推進資金（ゼロカーボン・次世代産業向け）（長野県／平成 23年

度から（令和３年度に制度を拡充））  

  ・航空宇宙関連など成長産業分野への参入又は事業転換を行う中小企業

者等に対し、必要な設備資金及び運転資金を貸付。令和３年度からは、

環境分野への新規産（有）を含めた環境関連の資金メニューを同資金に

集約 

 ○長野市一般事業（設備・運転）貸付制度（昭和 56年度から（平成 27年度

に制度を拡充）） 略 

 ○上田市企業立地促進資金（昭和 55年度から） 略 

 ○上田市経営革新支援資金（昭和 55年度から） 略 

○新分野開拓支援資金（岡谷市／平成 23年度から） 略 

○飯島町商工業振興資金融資（平成 17年度から） 略 

○静岡県特別政策資金融資制度（平成 14 年度から（平成 25 年度に制度を 

拡充）） 略 

  

２．地方公共団体の権限の範囲内での規制緩和や地域の独自ルールの設定    

 ○総合特区法に基づく条例による緑地面積率の緩和 略 

 ○国際戦略総合特区緑地面積率等条例の検討・制定 略 

○地域未来投資促進法に基づく条例による緑地面積率の緩和 略 

○清水町企業立地促進事業費補助金（平成 28年６月から） 略 

○清水町地域未来牽引事業費補助金（平成 31年２月から） 略 

 

 【融資制度】  

 ○パワーアップ資金「企業立地」貸付制度（愛知県／平成８年度から（平成

24年度に制度を拡充）） 

  ・工場適地等に工場等を立地しようとする製造業等を営む中小企業者に

対し、工場等の立地に必要な設備資金及び運転資金を貸付。平成 24年

度からは、新たに融資期間 15年の設備資金を設定 

 ○産業活性化資金貸付制度（岐阜県／平成 18年度から） 略 

 ○成長産業強化支援資金貸付制度（岐阜県／平成 26年度から） 略 

 ○事業所建設等促進資金融資制度（岐阜市／平成９年度から） 略 

 ○地方創生推進資金（次世代産業向け）（長野県／平成 23年度から（平成 27

年度に制度を拡充））  

  ・航空宇宙関連など成長産業分野への参入又は事業転換を行う中小企業

者等に対し、必要な設備資金及び運転資金を貸付。平成 27年度からは、

資金繰りの実態に合わせて貸付条件を緩和  

○長野市一般事業（設備・運転）貸付制度（昭和 56年度から（平成 27年度

に制度を拡充）） 略 

 ○上田市企業立地促進資金（昭和 55年度から） 略 

 ○上田市経営革新支援資金（昭和 55年度から） 略 

○新分野開拓支援資金（岡谷市／平成 23年度から） 略 

○飯島町商工業振興資金融資（平成 17年度から） 略 

○静岡県特別政策資金融資制度（平成 14 年度から（平成 25 年度に制度を 

拡充）） 略 

 

２．地方公共団体の権限の範囲内での規制緩和や地域の独自ルールの設定    

 ○総合特区法に基づく条例による緑地面積率の緩和 略 

 ○国際戦略総合特区緑地面積率等条例の検討・制定 略 

○地域未来投資促進法に基づく条例による緑地面積率の緩和 略 
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○地域産業集積形成法に基づく条例を廃止する条例の経過措置による緑 

地面積率の緩和 略   

 ○工場立地法に基づく条例による緑地面積率の緩和（20％以上→５％以上：

安城市／平成 28年４月１日から、蒲郡市／令和２年４月１日から、江南

市／平成 28 年４月１日から、知多市／平成 25 年４月１日から、大口町

／平成 26年６月 27日から、川辺町／平成 31年４月１日から、木曽岬町

／平成 30年９月 21日から、清水町／平成 29年４月１日から） 

 ○工場立地法に基づく条例による緑地面積率の緩和（20％以上→５％以上

又は 10％以上：岡崎市、大府市／いずれも平成 26年４月１日から、一宮

市／平成 29年 10月１日から、春日井市／平成 25年７月８日から、津島

市／平成 24 年４月１日から、碧南市／平成 26 年４月１日から、西尾市

／平成 30年３月１日から、犬山市／平成 27年３月 23日から、小牧市／

平成 26 年７月１日から、稲沢市／平成 31 年４月１日から、知立市／令

和２年４月１日から、豊明市／平成 30 年 12 月１日から、岐阜市／平成

27年４月１日から、中津川市／令和２年４月１日から、美濃市／平成 28

年 11 月 1 日から、美濃加茂市／平成 31 年１月１日から、神戸町／平成

29 年４月 21 日から、安八町／令和元年６月 21 日から、伊勢市／令和２

年１月１日から、伊那市／平成 29年９月 29日から、箕輪町／平成 30年

４月１日から、南箕輪村／平成 30年 12月 17日から、浜松市／平成 28年

４月１日から、富士見町、磐田市／平成 29年４月１日から） 

 ○工場立地法に基づく条例による緑地面積率の緩和（20％→５％以上、10%

以上又は 15%以上：尾張旭市／平成 28年４月１日から） 

 ○工場立地法に基づく条例による緑地面積率の緩和（20％以上→10％以上：

名古屋市、富士市／いずれも平成 25年４月１日から、東海市／平成 27年

４月１日から、四日市市／令和２年４月１日から、長野市／平成 24年 12

月 25 日から、上田市／平成 27 年 10 月１日から、駒ヶ根市／平成 28 年

６月 24日から、飯島町／平成 30年６月 19日から、松川町／令和元年 12

月から、高森町／令和元年 10月１日から） 

○工場立地法に基づく条例による緑地面積率の緩和（20％以上→10％以上又

は 15％以上：島田市／平成 25年９月 30日から） 

○地域産業集積形成法に基づく条例を廃止する条例の経過措置による緑 

地面積率の緩和 略   

 ○工場立地法に基づく条例による緑地面積率の緩和（20％以上→５％以上：

安城市／平成 28年４月１日から、蒲郡市／令和２年４月１日から、江南

市／平成 28 年４月１日から、知多市／平成 25 年４月１日から、大口町

／平成 26年６月 27日から、川辺町／平成 31年４月１日から、木曽岬町

／平成 30年９月 21日から、清水町／平成 29年４月１日から） 

 ○工場立地法に基づく条例による緑地面積率の緩和（20％以上→５％以上

又は 10％以上：岡崎市、大府市／いずれも平成 26年４月１日から、一宮

市／平成 29年 10月１日から、春日井市／平成 25年７月８日から、津島

市／平成 24 年４月１日から、碧南市／平成 26 年４月１日から、西尾市

／平成 30年３月１日から、犬山市／平成 27年３月 23日から、小牧市／

平成 26 年７月１日から、稲沢市／平成 31 年４月１日から、知立市／令

和２年４月１日から、豊明市／平成 30 年 12 月１日から、岐阜市／平成

27年４月１日から、中津川市／令和２年４月１日から、美濃市／平成 28

年 11 月 1 日から、美濃加茂市／平成 31 年１月１日から、神戸町／平成

29 年４月 21 日から、安八町／令和元年６月 21 日から、伊勢市／令和２

年１月１日から、伊那市／平成 29年９月 29日から、箕輪町／平成 30年

４月１日から、南箕輪村／平成 30年 12月 17日から、浜松市／平成 28年

４月１日から、富士見町、磐田市／平成 29年４月１日から） 

 ○工場立地法に基づく条例による緑地面積率の緩和（20％→５％以上、10%

以上又は 15%以上：尾張旭市／平成 28年４月１日から） 

 ○工場立地法に基づく条例による緑地面積率の緩和（20％以上→10％以上：

名古屋市、富士市／いずれも平成 25年４月１日から、東海市／平成 27年

４月１日から、四日市市／令和２年４月１日から、長野市／平成 24年 12

月 25 日から、上田市／平成 27 年 10 月１日から、駒ヶ根市／平成 28 年

６月 24日から、飯島町／平成 30年６月 19日から、松川町／令和元年 12

月から、高森町／令和元年 10月１日から） 

○工場立地法に基づく条例による緑地面積率の緩和（20％以上→10％以上又

は 15％以上：島田市／平成 25年９月 30日から） 
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○工場立地法に基づく条例による緑地面積率の緩和（15％以上→５％以上：

豊橋市／令和５年４月１日から） 

○工場立地法に基づく緑地面積率等条例の検討・制定（恵那市／平成 27年

度以降）） 

 ○中部国際空港島内での超大型貨物輸送に係る許可手続について、複数の

許可権者が連携した手続の合理化・期間の短縮化等の検討（愛知県、愛知

県企業庁、常滑市、中部国際空港株式会社等） 略 

○都市計画法（第 12条の５）に基づく地区計画の策定 略 

   

３．その他の地域の責任ある関与として講ずる措置 略 

別添３ 特別の措置の適用を受ける主体の特定の状況  

①主体が既に特定されている場合 

対象事業名 ≪ボーイング７８７等量産事業≫別紙１―２関係 

≪Ｍｉｔｓｕｂｉｓｈｉ ＳｐａｃｅＪｅｔプロジェクト

事業≫別紙１―２関係 

名称 株式会社光製作所 

住所 

 

〒５０１－６０３４ 

 岐阜県羽島郡笠松町中野２４８番地３ 

TEL：０５８－３８７－４３６１ 

○工場立地法に基づく条例による緑地面積率の緩和（20％以上→15％以上：

豊橋市／平成 29年４月１日から） 

○工場立地法に基づく緑地面積率等条例の検討・制定（恵那市／平成 27年

度以降）） 

 ○中部国際空港島内での超大型貨物輸送に係る許可手続について、複数の

許可権者が連携した手続の合理化・期間の短縮化等の検討（愛知県、愛知

県企業庁、常滑市、中部国際空港株式会社等） 略 

○都市計画法（第 12条の５）に基づく地区計画の策定 略 

   

３．その他の地域の責任ある関与として講ずる措置 略 

別添３ 特別の措置の適用を受ける主体の特定の状況  

①主体が既に特定されている場合 

対象事業名 ≪ボーイング７８７等量産事業≫別紙１―２関係 

≪Ｍｉｔｓｕｂｉｓｈｉ ＳｐａｃｅＪｅｔプロジェクト

事業≫別紙１―２関係 

名称 株式会社光製作所 

住所 

 

〒５０１－６０３４ 

 岐阜県羽島郡笠松町中野２４８番地３ 

TEL：０５８－３８７－４３６１ 



国際戦略総合特区計画（アジア No.1航空宇宙産業クラスター形成特区）： 新旧対照表  

新 旧 

 

18 

 

概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設  立：昭和３７年１２月１日 

業  種：製造業 

業務概要： 略  

 

平成 25 年 12 月 13 日～ 

ボーイング７７７、ＭＲＪの胴体構成部品、エンジン部

品の製造 

 

平成 30 年３月 20 日～ 

ボーイング７８７の主翼構成部品の製造 

 

令和５年２月 14日～令和６年３月 31日 

ボーイング７８７等量産事業として、ボーイング７８７

の中央翼構成部品を製造するための工場を増設、設備を

導入 

別添６ 地域協議会の協議の概要  

地域協議会の名称 アジア№１航空宇宙産業クラスター形成特区推進協

議会 

地域協議会の設置日 平成２３年９月９日 

地域協議会の構成員 略 

 

協議を行った日 書面による協議(令和５年７月６日) 

協議会の意見の概要 意見なし 

意見に対する対応 該当なし 

概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設  立：昭和３７年１２月１日 

業  種：製造業 

業務概要： 略  

 

平成 25 年 12 月 13 日～ 

ボーイング７７７、ＭＲＪの胴体構成部品、エンジン部

品の製造 

 

平成 30 年３月 20 日～ 

ボーイング７８７の主翼構成部品の製造 

 

（追加） 

 

 

 

別添６ 地域協議会の協議の概要  

地域協議会の名称 アジア№１航空宇宙産業クラスター形成特区推進協

議会 

地域協議会の設置日 平成２３年９月９日 

地域協議会の構成員 略 

 

協議を行った日 書面による協議(令和５年２月９日) 

協議会の意見の概要 意見なし 

意見に対する対応 該当なし 
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別添地図（別紙１－１関係） 略 

別添地図（別紙１－２【１／４】関係）（その１から 22まで）略 

別添地図（別紙１－２【１／４】関係）（その 23） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添地図（別紙１－２【１／４】関係）（その 24から 72まで）略 

別添地図（別紙１－２【２／４】関係から【４／４】関係まで） 略 

別添地図（別紙１－１関係） 略 

別添地図（別紙１－２【１／４】関係）（その１から22まで）略 

別添地図（別紙１－２【１／４】関係）（その23） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添地図（別紙１－２【１／４】関係）（その24から72まで）略 

別添地図（別紙１－２【２／４】関係から【４／４】関係まで） 略 

 

北名古屋市市内地区（その１） 略 

 

北名古屋市市内地区（その２）  

 

北名古屋市市内地区（その１） 略 

 

北名古屋市市内地区（その２）  

 

※ｄ）③に該当 ※ｄ）②に該当 


